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兵庫県章

県章の由来
兵庫県の「兵」
の文字を図案化

1　令和４年度　県政の基本方針「躍動する兵庫へ、第一歩を踏み出す」

２　令和４年度　県政推進の５本柱

　■新型コロナ対策
　県の使命は、県民の命と健康、暮らしを守ることであり、引き続き新型コロナ対策に注力する。　
　当面第６波の収束に全力を注ぐとともに、新たな波に備え、これまでの検証やデータ分析等を重
視する。

　■「躍動する兵庫」へ３つの視点
（1）新たな成長の種をまく
人口の減少や産業構造の転換が進む中にあっても、なお持続的に成長・発展する兵庫を築く。

（2）地域の価値を高める
働き方や価値観の変化によって地方への関心が高まり、2025年には大阪・関西万博が控えて
いるこの機を逃すことなく、人や投資をもっと惹きつけられる地域づくりをめざす。

（3）安全安心の網を広げる
新たに顕在化している課題も捉え、安全安心の網を広げる。

（1）新たな価値を生む経済の構築
①産業競争力の強化　②兵庫で働く人材の確保・育成
③新たな観光戦略の構築、推進　④農林水産業のさらなる振興
⑤グリーン化の推進

（2）安全安心社会の先導
①医療確保と健康づくり　②福祉社会づくりの推進
③安全安心な暮らしの実現　④災害への備えの強化

（3）未来を創る人づくり
①子ども・子育て環境の充実　②学びの環境づくりの充実

（4）個性を磨く地域づくり
①五国の魅力向上　②大阪湾ベイエリアの活性化
③地域の活力の創出　④デジタル化の推進
⑤スポーツ、芸術文化の振興　⑥交流を支える社会基板の形成

（5）県政運営の改革
①新しい将来ビジョンの推進　②SDGsの取組の推進
③開放性の高い県政の推進　④県民ボトムアップ県政の推進
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○社会が複雑化し、先の見通しが難しい時代において、県民が未来への希望を見
出す県政の羅針盤として、兵庫ならではの開放性が発揮され、誰も取り残され
ず、一人ひとりがチャレンジできる「躍動する兵庫」の姿を描き出す「ひょうごビ
ジョン2050」を策定

５
つ
の
目
指
す
社
会

誰もが希望を持って生きられる
一人ひとりの可能性が広がる

『躍動する兵庫』
2050年の
兵庫の姿

Ⅰ　 自分らしく生きられる社会

Ⅱ　新しいことに挑戦できる社会

Ⅲ　誰も取り残されない社会

Ⅳ　自立した経済が息づく社会

Ⅴ　生命の持続を先導する社会

①自由になる働き方
②居場所のある社会
③世界へ広がる交流

④みんなが学び続ける社会
⑤わきあがる挑戦
⑥わきたつ文化

⑦みんなが生きやすい地域
⑧安心して子育てできる社会
⑨安心して長生きできる社会

⑩循環する地域経済
⑪進化する御食国
⑫活動を支える確かな基盤

⑬カーボンニュートラルな暮らし
⑭分散して豊かに暮らす
⑮社会課題の解決に貢献する産業

包摂

挑戦

躍動

×

▼

兵
ひ ょ う ご け ん

庫 県 ホームページアドレス https://web.pref.hyogo.lg.jp/
団 体
コード ２８０００３ 区　分 H27国調 R2国調 R3.1.1現在

住基台帳 面 積（R3.1.1） 8,400.95 ㎢

所在地

６５０－８５６７（個）
（こうべしちゅうおうくしもやまてどおり）
神戸市中央区下山手通
　　  5丁目10番1号

人　口 5,534,800 人 5,465,002 人 5,523,627人 人 口 密 度（R2 国調） 650.5人/k㎡（増減率）（ △1.0 ％）（ △1.3 ％）（ △ 0.5 ％）
世帯数 2,315,200世帯 2,402,484世帯 2,574,868世帯 年少人口割合（R2 国調） 12.5 %

（増減率）（ 2.7 ％）（ 3.8 ％）（ 0.6 ％）
老年人口割合（R2 国調） 29.3 %

T E L （０７８）３４１－７７１１
（代表）（H27国調）

産業別
就業人口

第１次産業 48,098 人（ 2.1 ％）
第２次産業 609,949 人（ 26.0 ％）住基台帳のうち

外国人住民 （R3.1.1） 113,349 人
第３次産業 1,685,535 人（ 71.9 ％）

FAX （０７８）３６２－３９０７
（市町振興課） 昼夜間人口比率（H27 国調） 95.7 %総　数 2,443,786 人 ※その他分類含む

兵庫県知事 役 職 氏　　　　　　名 就任年月日
転入者数  A 転出者数  B 転入超過数  A-B

R3.8.1
R7.7.31

（　　1　　）

就任
満了
期目

（ R3.1.1 ～ R3.12.31 ）

副知事

荒
あ ら き

木　一
かずあき

聡
（S30.11.2生）

R2.4.1
［ 2期目 ］

178,435人 184,655人 △6,220人
未就学児待機児童数

（R3.4.1現在）
要介護認定率
（R3.4.末現在）

片
かたやま

山　安
やすたか

孝
（S35.6.2生）

R3.9.21
［ 1期目 ］

769人 20.2%

議　員 （任期 R5.4.29 まで） 選挙人名簿登録者数 
（R3.9.1）議　長 藤

ふじもと

本　百
ひゃくお

男
（S28.10.31生）

R3.6.9 条例定数 現員（女性) （R3.12.31）
86人 86人 （13人）

男 2,165,437 人政党別等議員数(女性) (R3.12.31)
副議長 谷

たにぐち

口　俊
しゅんすけ

介
（S53.3.1生）

R3.6.9 自由民主党 32人（3人）
ひょうご県民連合 14人（2人）

女 2,417,065 人県の沿革 公明党・県民会議 13人（2人）
自民党兵庫 12人（0人）

M9.8.21合体 兵庫県(摂津国の川辺・武庫・莵原・
八部・有馬郡)、飾磨県(播磨国)、豊
岡県の一部(但馬国及び丹波国の多
紀・氷上郡)、名東県の一部(淡路国)

維新の会 8人（1人）
計 4,852,502 人

齋
さいとう

藤　元
もとひこ

彦
（S52.11.15生）

日本共産党 5人（4人）
無所属 2人（1人）

職　員　数
区分 R3.4.1現在 人口千人当たり

県の概要 全　職　員 53,501 人 9.7 人
【地勢・人口】

う ち 普 通 会
計 部 門 職 員 46,822 人 8.5 人・本県は北緯 34 度から 35 度にまたがり、東経 135 度 ( 子午線 ) が南の淡路市から明石、

西脇市などを経て北の豊岡市を貫いている。
・本州では両端の県を除いて、太平洋と日本海の 2 つの海に面する唯一の県であり、そのた

め県土の地勢、気象、風土とも多彩なものになっており、｢日本の縮図｣ と言われている。
・人口は、R2.10.1 現在で 5,465,002 人 ( 国勢調査 )となっておりH27.10.1( 国勢調査 )

と比べて69,798 人 (1.3%) 減少している。

うち一般行政
部門職員 5,842 人 1.1 人

マイナンバーカード取得率 
（申請含む） R3.9.30現在 50.68 %

【産業・経済】 「ひょうごビジョン2050」の概要
・本県の産業構造はものづくり県としての性格が強く日本有数の阪

神工業地帯、播磨工業地帯に鉄鋼、化学、食品、電気機械などの
基幹的な産業がある。また、近年は第 2 次産業から第 3 次産業へ
のシフトが進んでおり、サービス経済化の傾向も示している。

・広大な県土を利用して県中北部域では、豊かな農林水産物の生産
や新しい名産、特産品づくりが盛んである。

【観光・文化】
・日本海から瀬戸内海を経て太平洋にまたがる本県は、美しい自然

の中に長い歴史を刻み、バラエティ豊かな観光資源や香り高い文
化を育んできた。

・とりわけ 5 つの顔をもった県の生い立ちと、奈良や京都に近く昔
から歴史の流れに大きな関わりを持ってきたことから、特有の個
性を有し、数多くの史跡、民族芸能など優れた文化遺産に恵まれ
ている。
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公共施設等の状況（R3.3末現在）　※はR3.5.1現在　☆はR3.4.1現在　上段：県立の数

幼 稚 園 ※ 461 箇所 保 育 所 ☆ 608 箇所
都市公園等数 6,025 箇所 介 護 老 人

保 健 施 設 176 箇所
都市計画区域内
人口１人当たり

（R2.3末）
13.3 ㎡ 定員数 15,167 人

小 学 校 ※ 747 校 認 定
こ ど も 園 ☆ 579 箇所

地域包括支援
セ ン タ ー ☆ 211 箇所

通所介護事業所 945 箇所

中 学 校 ※ 1 校 病 院 13 箇所380 347
道路改良率
（R2.3末） 61.0 %

義務教育学校 ※ 0 校 診 療 所 1 箇所 特別養護老人
ホ ー ム 455 箇所

7 8,143

定員数 27,193 人
高 等 学 校 ※ 135 校 公 民 館 270 箇所 道路舗装率

（R2.3末） 84.9 %205 養 護 老 人
ホ ー ム 42 箇所

中等教育学校 ※ 1 校 体 育 館 4 箇所 上水道等普及率
（R2.3末） 99.86 %定員数 2,721 人2 218

ケ ア ハ ウ ス 109 箇所
特別支援学校 ※ 27 校 図 書 館 1 箇所 生活排水処理率 98.9 %47 104 定員数 4,596 人

区　　　分　　　 平成30(2018) 年度決算 令和元 (2019) 年度決算 令和２年（2020） 度決算

歳 入 1,841,383,730 千円（ △5.2%） 1,843,317,792 千円（ 0.1%） 2,623,291,143 千円（ 42.3%）

一 般 財 源 等 1,121,969,467 千円（ △2.3%） 1,132,927,570 千円（ 1.0%） 1,195,569,951 千円（ 5.5%）

う ち 地 方 税 586,963,093 千円（ 2.6%） 594,138,374 千円（ 1.2%） 581,562,611 千円（ △ 2.1%）

う ち 地 方 交 付 税
※臨時財政対策債含む 397,013,621 千円（ △2.3%） 378,975,948 千円（ △4.5%） 384,593,704 千円（ 1.5%）

歳 出 1,831,631,276 千円（ △5.2%） 1,835,299,819 千円（ 0.2%） 2,607,434,131 千円（ 42.1%）

義 務 的 経 費 797,985,376 千円（ △5.2%） 798,356,484 千円（ 0.0%） 826,217,484 千円（ 3.5%）

う ち 人 件 費 468,001,333 千円（ △0.8%） 464,990,221 千円（ △0.6%） 461,157,559 千円（ △ 0.8%）

う ち 公 債 費
（うち繰上償還額）

301,178,656 千円（ △11.3 %） 304,219,404 千円（ 1.0 %） 334,653,171 千円（ 10.0 %）
（ 2,523,725 千円 ）（ 0 千円 ）（ 30,200,000  千円 ）

う ち 扶 助 費 28,805,387 千円（ △5.0 %） 29,146,859 千円（ 1.2 %） 30,406,754 千円 4.3 %）

投 資 的 経 費 240,698,611 千円（ 3.5 %） 248,755,276 千円（ 3.3 %） 273,549,935 千円（ 10.0 %）

実 質 収 支 1,191,488 千円 87,143 千円 3,005,388 千円

地 方 債 現 在 高
（うち臨時財政対策債）

4,462,701,566 千円（ △0.2 %）4,438,430,840 千円（ △0.5 %）4,420,830,784 千円（ △ 0.4 %）
（ 1,505,764,631 千円 ）（ 1,532,741,447 千円 ） 1,551,906,071 千円 ）

基 金 現 在 高
（ う ち 財 政 調 整 基 金 ）

41,017,709 千円 43,059,993 千円 46,946,128 千円
（ 2,919,072 千円 ）（ 3,254,938 千円 ） 3,269,154 千円 ）

財
　
政
　
指
　
標
　
等

標 準 財 政 規 模
※臨財債発行可能額含む 1,055,786,928 千円 1,059,211,091 千円 1,071,498,107 千円

経 常 収 支 比 率 95.3 % 95.7 % 96.7 %

実 質 赤 字 比 率  
連 結 実 質 赤 字 比 率

ー
ー

ー
ー

ー
ー

実 質 公 債 費 比 率 　（H28～H30） 13.8 % 　（H29～R元） 14.0 % 　（H30～R2） 14.7 %

将 来 負 担 比 率 339.2 % 338.8 % 337.3 %

地 方 税 徴 収 率 98.6 % 98.7 % 98.6 %

財 政 力 指 数 　（H28～H30） 0.642 　（H29～R元） 0.645 　（H30～R2） 0.649 

ラ ス パ イ レ ス 指 数 100.4 100.1 99.8
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